２０１６年第２回定例会　一般質問

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○議　長（深沢達也君）　　次に、子どもの権利条例制定と、いきいきサロンの子ども版（仮）の取り組み等について、13番笹岡ゆうこ君。
（１３番　笹岡ゆうこ君　登壇）（拍手）
· １３番（笹岡ゆうこ君）　　
改めまして、皆さんこんにちは。13番笹岡ゆうこです。
今回は、人権についてやりたいと思います。子どもの権利条例制定と、いきいきサロンの子ども版（仮）の取り組み等について。
　大きな１番目、子どもの権利条例・「人権尊重都市むさしの（仮）」の制定について。
　21世紀は、二度の世界大戦の惨禍を経験した反省から人権の世紀と言われています。
平和な社会とは、人権の尊重の礎あってこそ成り立つものだからです。
日本国憲法において、国民主権、平和主義、基本的人権の尊重が憲法の３大原則とされています。
1948年、第３回国連総会において世界人権宣言が採択されました。また、1989年、第44回国連総会において子どもの最善の権利利益と子どもの権利の保護と保障について定めた子どもの権利条約が採択され、1994年、日本で批准されました。
　私は、人権感覚を持った市民・国民を育てることの重要性を強く感じています。
日本においても、多文化共生社会の実現に向けて、課題となっている人権問題は多く残されています。
法務省によりますと、主な人権課題として、女性、子ども、高齢者、障害のある人、同和問題、アイヌの人々、外国人、ＨＩＶ感染者やハンセン病患者等、刑を終えて出所した人、犯罪被害者等、インターネットによる人権侵害、ホームレス、性的指向、性同一性障害者、拉致被害者等、人身取引の計16を挙げています。
そして、私たち子育て世代は、ワーキングマザーであれ、専業主婦であれ、片親であれ、しばしば社会を覆う自己責任論と対峙します。
子どもは社会全体が育てるものと言いながらも、自己責任論のもと、批判にさらされたり、窮屈な思いをしたりしています。
また、私たち働く世代としても、ブラック企業や社畜という言葉が出てくるほど、ワーク・ライフ・バランスを蔑ろにする労働における人権問題を抱えています。
そして、社会全体で格差が広がる中、社会保障が減らされ、若い世代以外でも大変大勢の方が老後の生活に大きな不安を抱えています。
　近年、渋谷区の同性パートナーシップ条例、障害者差別解消法の施行、ヘイトスピーチ解消法、また緊急事態条項新設や憲法97条基本的人権を削除した憲法改正草案、盗聴法改正案等、私たちはいま一度人権について認識を深めるべきではないでしょうか。
人権は権利であるとともに、自分以外の人の尊厳や価値を重んじ、責任を身につけ、よりよい社会をつくるために大切にしなければならないものでもあります。
性別、国籍、障害、文化などの違いを認め合い、尊重し合いながら自覚と誇りを持って自分らしく生きていける権利、排除されない権利など、人権感覚を育て、社会全体が人権社会にシフトしていくこと。
それが今、私たちに求められていることではないでしょうか。特に、そのような感覚と意識を子どもたちが育み、自覚を持って成長していくことが望まれます。
　人権問題の解決には、小さいころから人権思想に触れ、教育や啓発によって考える機会をつくることが大切とされています。そして、子どもたちとともに私たち大人も勉強し、手本として意識改革をしていくべきだと考えています。
　１番、人権に対する本市の考えと現状について伺います。
（1） 平成28年度施政方針並びに基本的施策においても、一人一人が尊重される社会の構築とし、平和への希求とともに、市政運営の基本的方針を明らかにしています。市政において、市民の人権に関する考え方はどのようなものか、伺います。
（2） 市民活動推進課、人権擁護委員、子ども家庭支援センターでの人権に対する取り組みや具体的事例等の現状と課題について、見解を伺います。
　２番目、教育現場における人権教育の取り組みについて伺います。
（1） 1998年の国連・子どもの権利委員会の勧告において、日本が持つ課題として、子どもの権利条約そのものや権利の完全な主体としての子どもという考えが社会に十分に浸透していないとの指摘を受けました。
国際的な取り決めである子どもの権利条約は、国内法に優位しています。
しかし、裁判所でも直接適用できるにもかかわらず、適用がないことや、学校カリキュラムにおいて人権教育が体系的に取り入れられていないことも問題点として指摘されました。
この指摘に関し、本市の人権教育についてのお考えはどのようなものか、また子どもたちへの具体的な取り組みについて伺います。
（3） 障害を持つ子どもたちに関することについて伺います。
文部科学省は、平成24年、共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進について報告を行い、共生社会の形成に向けて、障害者の権利に関する条約に基づくインクルーシブ教育システムの理念が重要であり、その構築のため、特別支援教育を着実に進めていく必要があると考えると報告しました。
平成27年、教育委員会による武蔵野市特別支援教育アクションプランにおいても、主要事業、取り組みとして、人権尊重の精神の涵養を掲げています。
インクルーシブ教育に向けた人権尊重の具体的な取り組みについて、現状と課題、今後の展望について伺います。

（4） 武蔵野市小中連携教育推進委員会報告書において、夢や希望を持つこと、地域の行事に参加すること、地域や社会をよくするために何をすべきかを考えることをしている子どもが少ないと考え、市民性を高める教育を充実させようとしています。
また、キャリア教育においても、今の学習が将来どのように役に立つのか等についての発見や自覚を効果的に促す取り組みや、18歳選挙権を鑑みた主権者教育も充実させるとのことです。
これらのことは、全て人権教育の基礎があって、またその基礎とするシティズンシップ教育があってこそではないかと考えます。キャリア教育、市民性を高める教育、主権者教育と人権教育の関連性について、どのようにお考えか伺います。
　３番、子どもの権利条例・「人権尊重都市むさしの（仮）」の制定について伺います。

　（１）子どもは権利の主体であるという子どもの権利条約の概念についての市民意識を啓発し、子どもとともに大人も教育、研修、講習を受ける等のあらゆる段階での取り組みをすべきだと考えます。特に、国連子どもの権利委員会の勧告どおり、大人の対象を親、教育者、行政職員、議員、子どもにかかわる施設で働く者、保健従事者、ソーシャルワーカー等とし、積極的な意識啓発が必要だと考えますが、見解と今後の展望について伺います。

　（２）1998年、国連子どもの権利委員会において、子どもに影響を与える計画は、権利条約を全ての施策に反映するように強く勧告を受けています。
市の施策や事業等の制定段階において、子どもの権利や意見等を取り入れた取り組みは、今までどのようなものがあったか、具体的事例と今後の展望について伺います。

　（３）子どもが権利の主体であるといった考えを本市全体で認識し、浸透させること。また、子どもの意見表明権を保障し、未来の担い手としての役割とともに、市政に参加する権利を大切にする。それは、子どもの人権を尊重する都市として大切な姿勢だと考えます。
2000年に子どもの権利に関する条例を制定した川崎市において、市における子どもの権利を保障する取組は、市に生活するすべての人々の共生を進め、その権利の保障につながると前文に明記しています。
子どもたちが実際に暮らす地域社会から人権尊重の考え方を共有し、権利の保障を実効性あるものにするためにも、子どもの権利条例を制定すべきと考えますが、見解を伺います。
　４番、本市は福祉都市武蔵野としての施策の充実、市民自治、平和への希求、文化を育み、未来へつなぐ市政運営を進めてきました。
人権を大切にする都市として、人権尊重都市武蔵野（仮）として宣言すべきだと考えますが、見解を伺います。
その上で、品川区のように、人権教育において、日本国憲法や世界人権宣言、また子どもの権利条約、それに加え、みずからの自治体の人権宣言等を活用していく取り組みが必要だと考えます。御見解を伺います。

　大きな２番、いきいきサロンの子ども版（仮）の取り組みについて伺います。

1． 平成28年度新規事業であるいきいきサロン事業について伺います。
いきいきサロン事業とは、2025年に向けたまちぐるみの支え合い推進の取り組みとして、地域住民団体やＮＰＯ法人、民間事業者等が、おおむね65歳以上の高齢者を対象に、５名以上、週１回以上集まる場で、介護予防・認知症予防のプログラムを行う活動（２時間程度）に対し、市がその団体等へ補助を行うことで、高齢者の社会的孤立感の解消、心身の健康維持、要介護状態の予防、住み慣れた地域での在宅生活の継続支援を図ることを目的とする事業です。
５月17日に開催された補助金説明会での反応や、今後の展望や手応えについて見解を伺います。

　２番、ひと・まち・情報 創造館　武蔵野プレイスは、平成26年度において年間利用者160万人を超え、最新だと175万人でしょうか。子どもから年配者まで全世代が利用し、建物も2016年度日本建築学賞を受賞する等、多くの方から愛され、評価されている施設です。
武蔵野プレイスの成功は、人々が集える場づくり、居場所づくりの重要性をも明らかにしたのではないでしょうか。
現在、特に吉祥寺エリアにおいて、子どもや親が集まれる場所が不足していると考えますが、現状と課題、今後の展望について見解を伺います。

　３番、子育て、人間関係、生活、市民ニーズも多様化し、複雑化する中、多様な主体での子育てを支援すべきだと考えます。
コミセンにおける親子ひろばの取り組みは大変評価できますが、それ以外の枠組み、小さな単位での居場所づくりも必要だと考えます。武蔵野市共助による親子ひろば事業を含め、現在、どのような取り組みがあるか、現状と課題、今後の展望について伺います。

　最後に４番、いきいきサロン事業は、まちぐるみの支え合いの仕組みとして、新たな小さな集合単位をつくり出そうとしたところを評価できると考えます。
今まで、そういった地域に参加できずにいた人々が、居場所をつくれる可能性が出てきているからです。
子ども・子育て分野においても、ただでさえ安心して気軽に集える小さな地域の単位が不足し、孤立化し、地域とつながることができていない子育て世代がふえています。
今、必要なのは、子育て世代が集え、共助の仕組みが成り立つような、より小さな単位での居場所づくりを支援することではないでしょうか。
そのために、いきいきサロンの子ども版（仮）としての規制の緩やかな集まりでの居場所づくり支援を提案いたします。御見解を伺います。

　以上で壇上からの質問とさせていただきます。よろしく御答弁のほう、お願いいたします。

· 市　長（邑上守正君）　　
それでは、笹岡ゆうこ議員の一般質問にお答えしてまいります。子どもの権利条例制定といきいきサロンの子ども版の取り組み等についてであります。

　まず最初に、人権に対する本市の考えと現状ということでございますが、人権については、御指摘のとおり、憲法とか世界人権宣言にうたわれているところでございますが、誰もが生まれながらに持ち、人種や民族・性別にかかわりなく、人間が人間らしく生きていくための権利と言えると思っています。
誰に対しても差別なく公平に行政サービスを提供する使命がある自治体にとっても、人権は最も尊重しなければいけないことだと認識してございます。
この間、施政方針や調整計画等々、示しておりますが、異なる価値観や生活観を認め合いながら生き、個性やキャリアが生かされていくことは、豊かな地域社会の形成に必要なことであり、一人一人が尊重される社会が構築されるよう、人権についてさらに理解が深められるよう啓発していきたいと考えています。

　２点目で、具体的な取り組みということで、市民活動推進課及び人権擁護委員の取り組み、子ども家庭支援センターなどでの取り組みということでございます。
市民活動推進課では、人権擁護委員による人権相談のほかに、人権に関する啓発活動を行っておるところでございます。いずれも市長が推薦し、法務大臣から委嘱を受けた人権擁護委員の協力のもと、実施しております。
人権相談は、毎月第２木曜日。このほか、人権擁護委員の日、６月１日でございますが、このようなときに特設相談を開設してございます。
啓発活動としましては、人権週間、これは毎年12月となりますけれども、市役所ロビーで人権パネル展。また、桜まつり等の際には、人権についての案内とか啓発品の配布なども行っておるところでございます。
小・中学生には、毎年、子どもの人権啓発カードを配布し、相談窓口などの周知を図っているところでございます。
そのほか、東京法務局多摩東人権擁護委員協議会と協力し、人権の花運動、これは毎年、小学校２校をお願いしております。人権メッセージの作成、同じ毎年、小学校２校。人権作文コンテスト、毎年、中学校２校を対象としておるような事業への参加を呼びかけておりまして、多くの子どもたちから作品の参加をいただいているところでございます。

　課題としましては、ここ数年、相談件数については大変少ない。これが課題かどうかということはなかなか難しいのですが、状況としては相談件数が少ないという状況でございます。
本市では、この人権相談以外にも、子ども、高齢者、障害者、女性など、きめ細かな相談窓口を行っておりますので、それら各相談窓口で人権を含めたさまざまな相談が行われていることが、人権相談そのものの件数が少ないという要因なのかもしれませんが、引き続き啓発活動を行い、人権相談の周知も図っていきたい。
必要な人に相談が受けられるようなことで周知を図っていきたいと思っています。

　子ども家庭支援センターでの取り組みとしましては、児童虐待防止あるいはＤＶ被害者支援など、まさに人権擁護に関する取り組みを実施しているところでございます。
課題としましては、近年の傾向として、さまざまな要因が複合化すると解決が大変難しくなるような、そんな課題もありますものですから、そのためにも子どもの利益を最大限に尊重するとともに、問題の早期発見・早期対応に努める必要があると、このように考えているところでございます。

　次に、大きなお尋ねの２点目、教育現場における人権教育の取り組みについては、後ほど教育長から答弁があります。

　大きなお尋ねの３点目で、子どもの権利条例・「人権尊重都市むさしの（仮）」の制定についてということでございます。

a

　まず、１点目で、子どもの権利条約の含意についての市民意識の啓発についてといった御質問でございますが、国連子どもの権利委員会から、子どもにかかわるあらゆる大人を対象に、子どもの権利に関する体系的な研修などが必要との勧告が出されたということでございます。
子どもは大人とともに社会を構成する一員であり、子どもの権利条約では、生きる権利、守られる権利、育つ権利、参加する権利が大きくうたわれているところでございます。
現在、本市には子どもの権利条例はございませんが、子どもの人権に対する考え方や権利の保障等については、子どもプランの中にも示している状況でございます。
子どもたちを健やかに育てるという重要な役割を担う大人に対して、子どもの権利等について、どのような意識啓発ができるのか、今後よく研究してまいりたいと思っております。その必要性を認識しているところでございます。

　次に、２点目で、子どもの権利や意見などを取り入れた取り組みは、今までどのようなものがあったかということでございますが、第五期長期計画に基づきまして、子ども・子育て支援施策の推進を図るために策定しました第４次子どもプラン武蔵野において、大人の意見だけではなく、小学生・中学生へのヒアリング、無作為抽出の中高生世代ワークショップ、中高生へのアンケート調査など、さまざまな手法で子どもたちの意見を聞く機会を設け、計画策定に反映させてきた経過もございます。
今後も、当事者である子どもの意見を反映する場として、中高生世代を対象とした会議の設置に向けて、今、検討を行っているところでございます。会議を通して、中高生世代の子どもたちが学校以外でのつながりを持ち、市や地域の多世代とつながっていけるような仕組みの構築も目指していきたいと考えています。

　３点目で、子どもの権利条例を制定すべきだと考えるが、見解をということでございますが、第４次子どもプランの基本理念において、全ての子どもが健やかに育ち、未来に向けてみずから力強い一歩を踏み出せる力を身につけることを支えるとともに、全ての子育て家庭が安心して子どもを育てられる社会の実現を目指すことを考えてございます。
また、基本的な考え方として、社会の希望・未来である子ども自身の健やかな育ちを尊重し、保障するものであり、これは子どもの利益が最大限に尊重されるよう、子育て家庭への支援だけではなく、子ども自身のニーズを尊重した施策を展開していくものであると考えています。

　現在、本市には、子どもの権利条例そのものはございませんが、子どもにとって重大な人権侵害である児童虐待の防止、早期発見、対応を目的とした条例を制定しているほか、子どもの人権に対する考え方や権利の保障の実効性については、先ほども申し上げましたけれども、憲法や関連法令に加えて、子どもプランの中に示しているものと認識してございます。
条例の必要性・実効性につきましては、他自治体での先行事例などを参考にし、今後、よく研究していきたいと考えています。

　次に、４番目で、「人権尊重都市むさしの」などとして宣言すべきだと考えるが、見解をということでございます。人権については、市政を運営していく上で最重要の視点として捉えておるところでございます。施政方針にも、一人一人を大切にしようと掲げておるところでございますし、子ども、高齢者、障害者等、多くの施策を検討する上で欠かせない要素であると認識してございます。さまざまな事業、人権啓発活動を行っているところでございますので、現在ではそのような活動を今後とも推進していきたいと思っております。
人権尊重都市宣言といった提案もいただきましたけれども、現時点では具体的な宣言を制定する考えはありませんが、引き続き、あらゆる機会を通じて人権尊重の重要性を訴えていくとともに、啓発活動等を充実させて、市民とともに人権が尊重される、豊かで安心できる成熟した社会を実現できるよう努めていきたいと思っています。

　また、市では過去にさまざまな宣言を行っておるところでございます。世界連邦に関する宣言を初めとして、さまざまな宣言、例えば交通安全都市宣言、公害排除都市宣言、福祉都市宣言、武蔵野市非核都市宣言というものでございますが、いずれもこの宣言につきましては議員の提出議案で議決されたものと伺っております。宣言につきましては、もちろん私どもも考えますが、議会の中でもぜひ議論いただければよろしいのではないかと思っています。

　次に、大きなお尋ねで、いきいきサロンに関するお尋ねでございます。
子ども版のいきいきサロンをつくられたらどうかということでございますが、まず１点目に、今般のいきいきサロンの補助金説明会での反応、今後の展望や手応えについてということで、先日の他の議員からの一般質問にもお答えしておりますけれども、この事業説明会、５月に開催し、地域住民・団体の方が82名、報道関係の方が25名、計107名の参加がございまして、大変関心の高いものだと感じたところでございます。６月６日に申請を締め切って、申請が８団体ということでございます。
８団体は、任意の住民団体であったり、ＮＰＯであったり、事業者などで、具体的な実施場所としては、集合住宅の集会室、有料老人ホームの交流スペース、個人宅、事業所内の空きスペースなどとなっております。
事前相談では、まだ準備が整っていないといったことから、もう少し準備期間をとってほしいといった声も聞いておりますので、今年度の後半においても再度募集していきたいと思っております。

　補助対象とする条件やプログラムの内容も、事業の趣旨を実現するための必要最小限にとどめて、説明資料もできるだけわかりやすく工夫を行って、丁寧に事前相談を行ってきた経過もございますが、今後も相談にきめ細かく対応していきたいと思っております。なるべく地域のいろいろなところで、このサロン制度の活用をいただければと思っております。

　次に、２点目で、現在、特に吉祥寺エリアにおいて、子どもや親を中心として集まる場所が不足しているのではないかということでございますが、現状では、吉祥寺エリアについては、子どもと親を中心とした集まれる場所としては、０１２３吉祥寺あるいは各コミュニティセンター、幾つかのコミセンがあるかと思います。
あるいは、吉祥寺図書館などがあるのではないかと思っております。ただし、武蔵野プレイスのような規模で全世代を対象としたような大規模な施設はない状況でございますが、吉祥寺地区にそのような施設をつくるという予定も現状ではございません。
コミセンにつきましては、再三申し上げてございますが、全世代を対象にした施設でございますので、ぜひ若い世代の皆様方もお子さん連れで御利用いただけたらなと考えているところでございます。

　３点目で、小さな単位での居場所づくりも必要ではないかということでございますが、現在実施しておりますコミセンでの親子ひろばにつきましては、12カ所ございますが、４カ所が地域の皆様方に運営いただいている共助による親子ひろばになってございます。
地域が運営主体になったことで、より活気が増してきた。地域での子育ての機運が高まったなどの意見をいただいているところでございます。また、場所によっては土曜日に開催するなど、柔軟な曜日設定なども行っていただいている状況もございます。今後は、多くの地域で共助による親子ひろばが実施できるように、現在、実施している状況を各コミセン協議会など、あるいは地域団体に説明するなど、取り組みを進めていきたい、拡充していきたいと考えております。
コミセン以外の居場所づくりについては、市内でＮＰＯ法人や子育て支援団体などが独自に実施するひろば等であれば、一定の基準を定め、広く支援をしていきたいと考えておるところでございます。

　次に、４点目でございますが、気軽に集える小さな地域での居場所がないということの中で、いきいきサロンの子ども版としての緩やかな集まりのできるような居場所づくりを支援できないかといった御提案でございます。
いきいきサロンにつきましては、高齢者を対象とした介護予防・認知症予防も兼ねた取り組みでございまして、いわゆる高齢者の健康増進といったことも大きな目的として掲げているところでございます。現在、市で実施しております０１２３施設やすくすく泉、あるいは児童館などの拠点施設やコミセン親子ひろばは、まさに自由来所型で、新たな親子の参加も比較的しやすい環境となっているのではないかなと思っております。
現在、コミセン親子ひろばに参加している方々がグループをつくり、コミセンを新たに独自でグループ利用されるなどの活動も見られ始めておるところでございます。このようなグループに対する支援の方法、支援の必要性につきましては、今後よく研究してまいりたいと思っております。地域でグループをつくった方々には、広場ボランティア講座への声かけなど、地域での子育て支援の主軸となって活動できるような支援をぜひこれから考えていきたいと思っております。

○教育長（宮崎活志君）　　それでは、私のほうからは、大きな御質問の２．教育現場における人権教育の取り組みについて、お答えしたいと思います。ここでは、教育現場は学校教育として受けとめさせていただきたいと思います。

　本市の学校教育での人権教育についての考え方でございますが、まず、人権教育とは全ての教育活動の基盤となる教育である。そして、自分の大切さとともに、他の人の大切さを認めることができる子どもたちを育てることを目的としております。
そのため、武蔵野市教育委員会では、基本方針、豊かな心や感性をはぐくむ教育の推進の中で人権教育の推進を掲げております。
その基本方針に従い、各学校では、各教科等や日常的な指導などの全ての教育活動の中で、人権教育を推進するための全体計画や年間指導計画を作成して、組織的・計画的に人権教育を推進しているところでございます。

　また、昨年度でございますけれども、第五中学校が東京都教育委員会の人権尊重教育推進校、そして武蔵野市教育委員会の研究奨励校として、市内外の教職員を初め、保護者や地域の方々に御参加いただいて、人権教育に関する取り組みの研究発表を行うことができました。市教育委員会といたしましても、人権教育推進委員会を設置して、教職員に対してさまざまな人権課題についての正しい理解と認識を深めております。
先ほど、人権課題については例を挙げていただきました。今後とも、子どもの権利条約にある、子どもたちの権利が守られる社会を推進していくために、学校や家庭、地域と連携し、人権教育の推進を図ってまいります。

　御質問の２でございますが、インクルーシブ教育に向けた人権尊重の具体的な取り組みについて、お答えをいたします。

　特別支援教育アクションプランにおきましては、インクルーシブ教育システムの構築を見据えて、保護者・園・学校・関係機関の連携のもと、子どもたちの個々の教育的ニーズに応じた指導・支援の充実を図ることを掲げております。現状と課題といたしましては、通常の学級における発達障害のある児童生徒への支援の充実が求められていること。
そして、人権尊重の具体的な取り組みとして、障害に対する全児童生徒・保護者の理解を促進することなどが挙げられます。今後の展望といたしましては、平成29年度には全小学校に特別支援教室を導入することにより、より多くの児童に個々の教育的ニーズに応じた特別な指導・支援を行うとともに、在籍学級における適応力の向上を図ってまいります。
また、第三小学校に知的障害学級を新設し、知的障害学級の児童と通常の学級の児童の交流を重視した教育を行い、地域の中で児童の成長を支えていく体制づくりをさらに進めてまいります。
これらの取り組みを通じて、地域における障害への理解を促進するとともに、学校や関係機関との連携を強化し、共生社会の形成につなげていきたいと考えます。

　また、平成28年４月の障害者差別解消法の施行を受けまして、４月に市立小・中学校全教職員向けにインクルーシブ教育システムの理念、障害者差別解消法制定の経緯、合理的配慮の基本的な考え方、具体例を掲載したリーフレットを配布いたしました。
教員に対しても、人権や障害特性に配慮した指導・支援により一層取り組んでいただくよう、周知・啓発を図ったところでございます。

　そして、３点目でございますが、キャリア教育や市民性を高める教育、主権者教育などと人権教育との関連性ということでございますけれども、先ほども申し上げましたように、人権教育はそれこそ学校の中心になる教科の教育なども含めて、全ての教育活動の基盤となる教育でございまして、笹岡議員の御指摘のとおり、人権教育の基礎があってこそ、キャリア教育、市民性を高める教育、主権者教育の目標が実現できるものと考えているところでございます。

○１３番（笹岡ゆうこ君）　　御答弁ありがとうございました。
　再質問いたします。
　１番、人権に対する本市の考えと現状について。武蔵野市、福祉都市としても有名ですけれども、人権についても大切にして取り組んできたということはわかっておりますが、（２）、現状の市民活動推進課、人権擁護委員、子ども家庭支援センターでの取り組みについて、既に取り組んでいらっしゃるという御答弁だったと思うのですけれども、１点お伺いしたいのは、そういった取り組みがオンブズマン的なものとしてどのくらい成り立っているのかどうかということです。
国連子どもの権利委員会においても、そういったリサーチとか、何が一体本市において課題なのかどうかということが足りないのではないかという指摘を受けております。そのことについて、早期発見に取り組むというお言葉がありましたが、今のもので十分なのかどうか。また、今後、もう少し啓発活動をしていくのかどうかといったことについて伺いたいと思います。
　３番、全体的に子どもの権利条例・「人権尊重都市むさしの（仮）」の制定はどうですかと提案させていただきましたが、子どもプランや今までの施策、あと施政方針の中に含まれているというお答えがありました。
本当にそのとおりだと思いますけれども、一般市民の方にどのぐらい届くかということが私は問題ではないかと思っております。
周りに聞きましても、福祉都市武蔵野というイメージはかなりあるのですね。それは、市長のところに書いてあるということもあるかと思いますけれども、そういった実現に寄与できる、内外にわかりやすく表明するということで、子どもの権利条例、そして宣言ということが必要ではないか。
そうして表明することで、わかりやすく、子どもプランの中でとかではなく、その単体として表明することで広く普及するのではないかなと考えておりますが、議会の中でも取り組むべしというお答えをいただきましたので、今後また取り組んでいきたいと思っておりますけれども、何か御見解があれば伺いたいと思います。

　まず、それでお願いいたします。

○市　長（邑上守正君）　
　今、窓口で行っております相談の内容については、直接的には伝えられていない状況もございますが、そんなに込み入ったというか、大きな課題で相談があるというのはそれほどないという感じであります。しかし、限られた相談内容は確実に解決に向けてつなげているはずでございますので、今後ともそのような体制をとっていきたいと思っております。
全般的ないろいろな相談の窓口の中で、人権に絡むような相談もあろうかと思いますので、今までの対応に不足がなかったかどうかについては、再度振り返ってみたいと思っています。

　権利条例等につきましては、これはいろいろ議論があると思いますし、市では、それを理念として、さまざまな場面で発言してきた経過もございます。それが必ずしも市民に伝わっていないとすれば、宣言なり条例なり、そういう手段もあり得るのではないかと思っておりますので、それについてはもう少し検討させていただきたいと思っています。

○１３番（笹岡ゆうこ君）　　ありがとうございます。検討いただければと思います。
　大きな２番、いきいきサロンの子ども版（仮）の取り組みについて、１点だけお伺いしたいと思います。
今の高齢者の方たちに対するいきいきサロンという事業が評価できるというのは、限りなく個人グループまで落としてきた集まりを支援しているところかなと考えております。
それで、果たして子育て世代はそれがあるかというと、そこが足りないのではないかと思っております。
現状では、共助による親子ひろば事業などは、ＮＰＯ法人や子育て支援団体を支援しているものという御説明があったと思いますけれども、それを一段階、私は下げていただきたい。規制を緩和していただきたいと思っての御提案でございます。
その点に対して、何かあればお伺いしたいと思います。

　また、大きな設問の２番目の（２）障害を持つ子どもたちについての対応について、伺います。
今、御説明で、在籍学級における発達障害等の適応力の向上とありましたが、それはどのようなものなのか伺いたいと思います。

　もう１点、新しく市民性を高める教育などが始まりますが、これはよく言われるシティズンシップ教育といったものとどのような違いがあるのでしょうか。
私が考えるに、全ての人権教育の基礎にシティズンシップ教育、市民教育があっての全ての市民性を高める教育とかキャリア教育、また主権者だと思いますけれども、市民性を高める教育というのは、武蔵野市で一体どのようなものなのか。
概念的なもの,できれば、よく言われているシティズンシップ教育との比較、関連性とかについて伺いたいと思います。

○市　長（邑上守正君）　　それでは、私からいきいきサロンについての再質問にお答えしてまいります。

　今年度スタートして、まだ実際にそういう施設ができていないということもございますので、当面はその推移を見守っていきたいと思いますが、今年度のいきいきサロン事業の中でも、多世代交流事業も認めておるところでございますので、乳幼児親子や青少年との交流についても事業の中で取り組んでいただきたいと思っております。
実際に、先ほど８団体と申し上げましたけれども、その中で３つの団体は既に多世代交流事業を予定しているということでございますので、そちらでの取り組みも見ながら、今後、世代をどの程度まで広げられるかについては検討していきたいと思っています。

○教育長（宮崎活志君）　　再質問にお答えいたしますが、まず、障害のあるお子さんの教育についてのところで、在籍学級での適応力の向上ということについての御質問でございましたけれども、実は、発達障害のあるお子さんについては、これまでは子どもたちのほうが、３カ所ございましたね。
学校に通級指導ということで通っていただいて、そこで適切な、必要な指導や支援を受けていたところでございますが、これからは全ての学校に特別支援教室をつくって、そちらに先生のほうが出向いて、そこで指導・支援を行うことになります。
その一つの理由が、もちろんほかの学校に行ったりすることなどの煩雑さもあるかもしれませんけれども、一番大切なことは、子どもたちが本来所属している母集団である学級への適応をきちんと図っていきたい。
つまり、その子どもたちが学校から出て、別の場所へ行って指導を受ける、支援を受けるのではなくて、先生のほうが行って、その学級とか集団との適応を見ながら、それに必要な支援を行っていくという、より細やかなものに変えていくということでございます。それを、先ほど在籍学級への適応を高めていくという言い方をしたところでございます。

　それから、２点目は市民性を高める教育とシティズンシップ教育との違いはということですが、これはいろいろな人によって違うところがあるかもしれませんけれども、基本的には市民性を高める教育という言い方で、武蔵野市の教育委員会ではずっとこれまでお示しして、そういう授業として組んできたわけですね。
それを振り返りますと、例えば武蔵野市の今昔とか、そういう武蔵野市の地域の特性とか歴史といったものをまずきちんと押さえた上で、そこで地域社会で一体どういうことができるかといった、非常に具体的な行動や判断といったものを学んでいくということが多かったと思います。
したがって、市民性を高める教育として武蔵野市が進めているものについては、その武蔵野市という地域特性と非常に密接なかかわりを持つ形で、市民としてのあり方といったものを考えて学んでいくということです。

　シティズンシップ教育と言う場合には、これは非常に広く使われている言葉でございますので、いわゆる近代市民がその人権との表裏一体の関係として成立したように、先ほどから笹岡議員がおっしゃっていたような人権といったものをしっかり押さえたところで、市民として非常に汎用性の高い、広く生きている自分たちの社会をよりよくしていく。また、その構成員たろうとする教育を進めていくと、私のほうでは理解しているところでございます。説によって、また違うかもしれませんけれども、そのような御理解をいただければと思います。

○１３番（笹岡ゆうこ君）　　市長、御答弁ありがとうございました。
　市民性を高める教育については、この話題の小中連携教育推進委員会報告書においても、取り組むべきことだとして、武蔵野市民科を新設すると書いてありますけれども、この感覚ですね,私はとても大切なことだと考えております。
しかしながら、武蔵野市の市民性というのは何ぞやということに対しては、たしか自立、協働、社会参画といった３つの言葉だったと思います。
そこで、ヨーロッパのシティズンシップ教育と比較してみますと、１つは、同じですね。平等な成員資格、意思決定への参加の保証、社会的保護と福祉の保証、共同体への公認の帰属というものですね。それを考えますと、社会的保護と福祉の保証といった概念は少し弱いのかな、もしくは抜けているのかなと考えてしまいます。
これが１つあるだけで、自然と自分が市に何をすべきかということが生まれてくる概念だと考えています。このことについて、お考えがあれば伺います。
　もう１点、武蔵野市民科ということで、武蔵野市の歴史等を学び、アイデンティティーの確立ということになるのだと思いますけれども、武蔵野市にいる私としての自覚を持っていただきたいという趣旨だと思いますけれども、その先はあるのでしょうか。
先というのは、多元的な意識ですね。武蔵野市があって、また日本があって、またアジアがあって、世界があって、そういったところの感覚まで、この武蔵野市の教育委員会がやっていこうとしている市民性を高める教育というのは取り組む方向があるのかどうか、伺いたいと思います。
　もう１点、こういう話をすると、権利の主張ばかりを言っているのではないかという話になりがちなのですけれども、それは人権教育やシティズンシップ教育、市民性を高める教育がまだ啓発できていないのかなと感じております。
なぜならば、個人の自由権というのはおのおののアイデンティティーの表現を保証するけれども、同様の権利を有する他者を平等に扱う責任が生じているという考えですよね、人権とかというのは。
それというのは、多様性を尊重すれば対立も生じるが、社会を維持するためには一定のルールや法が必要であり、それに実効性を持たせるには、統治システムとそれを監視するメディアが必要であると。ヨーロッパの小中高一貫教育のシティズンシップ教育においては、ここまで教育を繰り返ししています。
　日本も、武蔵野市の教育委員会が新たに市民性を高める教育を進めていくというのでしたら、私はここまでやっていくべきではないかと考えています。
カリキュラムの中には、例えば、身近な自分の役割にはどんなものがあるだろうか。失敗したらどうなるかですとか、憲法で保障が規定されている権利はどの程度守られているだろうかとか、ほかの国の人権状況を考えようですとか、地域の文脈においては、自分たちのまちは全ての人にとって優しいまちであるだろうかといった発問がされています。
ほかにも、どうすれば人と平和に共存できるかとか、不一致の中の合意というのはどこに着地するべきなのだろうかとか、そこまでの教育をしていただきたいと私は考えています。
これを行ったら、例えば今、課題としております地域への興味ですとか地域の出来事に関心がありますかといったことが足りていないとされていることも、この教育、ここまでの考えさせる教育があれば自然とできてくる、子どもたちはその力がつくのではないかなと思っております。
　ですので、今回、新しく市民性を高める教育、また主権者教育ですね。自分たちが権利の主体として何ができるのだろうか、何をすべきなのだろうかということは、ぜひここまでやっていただきたいと考えますが、お考えを伺いたいと思います。
○教育長（宮崎活志君）　　今、おっしゃっていただいたことを、もし武蔵野市民科（仮称）という教科の中で取り入れることができたら、本当にすばらしい教育になるだろうなと思います。
いわゆる市民科という言葉でよく使われていたりするのですが、今、仮称でありますけれども、武蔵野というのがついていますのは、こういう言い方をするとあれですが、市民が根っこのないような、どこかに根を置いていないような、浮いた草のような状態で市民性というものを標榜していくのでは、これからの社会は大変難しいのではないか。
先ほども言っていただきましたが、自分たちのアイデンティティーの根拠というものをしっかり武蔵野市に置いて、武蔵野市の市政、地域、歴史、文化といったものにプライドを持ちながら、そして世界市民として活躍できる、そういう汎用的な態度・能力を形成していきたいと思っております。

　ですから、先ほどおっしゃっていただいたような意味で、足元を見ている、この地域を見るけれども、広く日本の国のこと、それから隣国とのこと、世界のこと、こうしたことに目を向けていけるような人を育てていきたい、そういう教科になりたいと思います。
ただし、これは特設教科として行われる、よくやります小中一貫教育の場合に小と中をつなぐところで、ある種の特設的な教科をつくって、そこで特色を生かしていくというところがあるわけですが、これはそこの教科が終わっても、中学校、そして高等学校、大学、社会に出ていっても、そういう学びが御自分で継続できるような、そういう態度が生かせるような教育になるように考えていきたいなと思います。
大変よい御指摘をいただいたので、そういったものを検討しながら今後も進めていきたいなと思っています。
　最初にありました市民性のところで、自立、協働、社会参画といったことは、その代表的な特性として、こういう教育が浸透した場合、そのお子さんに成果が獲得された場合には、こうした一つのあらわれがあるだろう。
そういう人格的な特性を示したものでございまして、それ以外のものなどももちろんたくさんございます。
そういったものを求めて、今後とも、今、モデルとして、こういった教育課程が組めるのではないかという形で案として出ている段階ですので、今後、詳しい研究と、それから、できましたら、そういう単元について構成できたら、それを実施していただく研究協力校の研究もお願いしていきたいと考えております。

○１３番（笹岡ゆうこ君）　　御答弁、ありがとうございました。
　今の感触ですと、そういった考え、もちろん教育長は教育者であるけれども、武蔵野市民科といったところでどこまでできるのかなというニュアンスが感じられましたけれども、ぜひこれは今の教育課題として捉えていっていただきたいと思っております。

　
シティズンシップの自覚として評価されるとして、法政大学の小門教授が出しておりますのは、長野県小布施町とか青森県なのです。それはなぜかというと、地域のアイデンティティーを保ち、みずからのまちづくりを進めるために行政に立ち向かった。
この市民の感覚というのは、時として権力と立ち向かわなければいけない、行政と立ち向かわなければいけないといった感覚をもう少し重点を置かなければ、みずからが自覚を持って動く市民をつくることはなかなか難しいのではないかと、私自身も感じております。
　例えばドイツの小学校では、マンホールがくさいにおいがしたら、あなたはどうしますかという発問があるそうです。
そうすると、最終的には市役所に言って、それでもだめだったら、エアランゲンというところなのですけれども、自分の地元の新聞に言って問題を公にして、みんなで考えて社会運動にしようということまで学ばせている。
そうすると、市政に携わって自分事として考えてくださる市民、またそういった国民がふえていくのかなと考えています。

　全てのさまざまな社会問題というのは、人権をベースにして考えると、人権を基礎に置いたシティズンシップ感覚、市民の感覚、自覚とかがあれば、主体性を持って捉えることができるのではないかと思います。
例えば、緑の問題ですとか子どもの貧困の問題ですとか女性の活躍ですとかＬＧＢＴの話ですとかＪＫビジネスの現状ですとかいじめ差別、または市民活動の担い手が高齢化している。
そういったお話も、全てのもとが今、お話ししたような人権をもとにしての自分たちの自覚といったことにとても寄与していくのではないかと考えておりますので、ぜひこの教育、課題が認識されている、子どもたちが地域に対しての意識が低いと思っていらっしゃるのでしたら、ここまでやっていただきたいと要望しますので、もし何かあればお願いいたします。

　また、2006年度の新教育基本法制定に向けた中央教育審議会答申内ビジョンでも、とてもおもしろい提案がされていたので、念のため読み上げさせていただきます。
日本のフロンティアは日本の中にあるということで、個が自立することの必然性と、そのような個が創造する新たな公について触れております。
これは、個みずからが参与し、関与し、決定し、個をベースとした個の自主性により決めたことを遵守するような公の形成。
つまりは、従順であるわけではなくて、自分たちが問題意識を持って動き、時にはちゃんと行政などと対立するといったことを答申内ビジョンで言っております。
こういったことも今、武蔵野市が新たに取り組んでいく中でぜひ触れていっていただきたいなと思います。そうでなければ、先日の卒業式か何かでいただきました、これからは国家のために何をすべきか考えるときだというお言葉になってしまうのではないか。
その言葉というのは、自分たちが市民だという自覚があって、何をすべきか、何が保障されて、どんな権利があって、それは法でどのように守られていて、その上で自分たちはどのような責任を果たすかといった感覚を持っていない中で、国家に対して何をすべきか考えるときだと言うというのは、私は危険ではないかと考えておりますが、御見解を伺います。
　また、こういったことについては、オリンピックがとてもいい機会になると思っております。子どもたちも自分のアイデンティティーを再認識する上で、多元性とか多様性とか、いろいろな世界の人たちを見る機会にもなりますので、自由と平等と責任、寛容、共生といったことを考える機会として、ぜひ人権教育を礎にした市民としての自覚、シティズンシップ教育に積極的に取り組んでいただきたいと思いますが、御見解等あれば、お願いいたします。

○教育長（宮崎活志君）　　いろいろお考えを伺うことができて、よかったなと思っております。
市民性を獲得した方というのは、いわゆる確立された個として社会とかかわっているということになると思いますので、そこに個別の判断とか自己責任みたいなものを考えながら進めていくようになると思いますので、そういう一つの人間形成を目標とした武蔵野市民科ができるように研究を深めていきたいと思っています。
歴史を学ぶ中で、明治３年に御門訴事件というのがこの地域で起こっておりますが、これなどは実際の生活の実情に合わない税制に対する意見申し立てを行っていくという一つのエピソードでもあります。こういったものも必ず多分その中で学ぶことになると思いますし、そこでは、事件を単なる事件として考えるのではなくて、そこにあった願いとは何か。また、どうしてそのような行動をとっていくのかといったことなども、子どもたちがしっかり話し合っていくようなアクティブラーニングを考えて進めていきたいと考えます。

　また、オリンピックの期間中の教育もそれに関連づけることができると思いますので、そういう御指摘も今、頭に置いておきたいと思います。

○議　長（深沢達也君）　　暫時休憩いたします。

○午前１１時５５分　休　憩
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